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6 江監第 4 0 1 号 

令和 6 年 9 月 6 日 

 

江東区長 大久保 朋果 殿 

 

 

江東区監査委員 松 土 英 男 

同         藏 田 朝 彦 

同         やしきだ 綾香 

同         河 野 清 史 

 

 

令和 5 年度江東区各会計決算及び各基金運用状況の審査意見について 

 

地方自治法第 233 条第 2 項及び第 241 条第 5 項の規定に基づき、審査に付さ

れた令和 5 年度江東区各会計歳入歳出決算及び令和 5 年度江東区各基金運用状

況を審査した結果、別紙のとおり意見を付する。 
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令和 5 年度江東区各会計歳入歳出決算 

及 び 各 基 金 運 用 状 況 の 審 査 意 見 

第 1 審査の対象 

令和 5 年度江東区一般会計歳入歳出決算書、同歳入歳出決算事項別明細書、同

実質収支に関する調書及び関係帳簿並びに証書類 

令和 5 年度江東区国民健康保険会計歳入歳出決算書、同歳入歳出決算事項別明

細書、同実質収支に関する調書及び関係帳簿並びに証書類 

令和 5 年度江東区介護保険会計歳入歳出決算書、同歳入歳出決算事項別明細書、

同実質収支に関する調書及び関係帳簿並びに証書類 

令和 5 年度江東区後期高齢者医療会計歳入歳出決算書、同歳入歳出決算事項別

明細書、同実質収支に関する調書及び関係帳簿並びに証書類 

令和 5 年度江東区財産に関する調書 

令和 5 年度江東区用地取得基金運用状況調書 

令和 5 年度江東区中小企業融資基金運用状況調書  

令和 5 年度江東区国民健康保険高額療養費資金貸付基金運用状況調書 

令和 5 年度江東区国民健康保険出産費資金貸付基金運用状況調書 

令和 5 年度江東区私立保育所等施設整備資金融資基金運用状況調書 

令和 5 年度江東区公共料金支払基金運用状況調書  

令和 5 年度江東区用品調達基金運用状況調書 

令和 5 年度江東区私立幼稚園施設整備資金融資基金運用状況調書 

 

 

第 2 審査の期間 

令和 6 年 8 月 5 日から同月 29 日まで 

 

 

第 3 審査の手続 

区長から提出された各会計歳入歳出決算書及び決算の附属資料並びに各基金運

用状況調書について、計数上に誤りはないか、予算執行は関係法令に従って効率

的になされているか、財政運営は健全か、などに主眼を置き、それぞれ関係帳簿、

証拠書類等との照合、関係職員からの説明聴取など必要と認める審査を実施した。 
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第 4 審査の結果 

1 決算計数 

審査に付された各会計歳入歳出決算書、同歳入歳出決算事項別明細書、同実質

収支に関する調書及び財産に関する調書並びに各基金運用状況調書の計数は、誤

りのないものと認められる。 

 

2 財政運営の全般的状況 

(1) 一般会計の決算規模等 

令和 5 年度における一般会計決算は、次のとおりである。 

歳入決算額 2,425 億 4,058 万 7,306 円 収入率（対予算現額） 96.3％ 

歳出決算額 2,334 億 0,531 万 8,891 円 執行率（対予算現額） 92.7％ 

形 式 収 支 91 億 3,526 万 8,415 円 

決算規模を前年度と比較すると、歳入は 9 億 5,787 万 4,401 円の増（0.4％増）、

歳出は 2 億 264 万 8,311 円の増（0.1％増）となった。 

また、歳入決算額から歳出決算額を差し引いた額である形式収支は、91 億 3,526

万 8,415 円となり、令和 6 年度に繰り越された。形式収支から翌年度へ繰り越す

べき財源を差し引いた額である実質収支は、72 億 751 万 115 円となった。 

なお、令和 5 年度実質収支から前年度実質収支を差し引いた額である単年度収

支は、7 億 724 万 8,710 円のマイナスとなった。 

決算規模の推移は第 1 表、歳入歳出の対前年度増減率及び歳入に対する実質収

支の割合の推移は第 1 図のとおりである。 

 

第 1 表 一般会計決算規模の推移 

歳　　入 歳　　出 形式収支 実質収支 前 年 度 単年度収支
実質収支

A B C＝A-B D E=C-D F G=E-F 歳 入 歳 出 E/A

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ ％

5 242,540,587 233,405,319 9,135,268 1,927,758 7,207,510 7,914,758 △ 707,248 0.4 0.1 3.0

4 241,582,712 233,202,670 8,380,042 465,284 7,914,758 10,931,423 △ 3,016,665 2.5 3.7 3.3

3 235,784,306 224,848,009 10,936,297 4,874 10,931,423 5,641,878 5,289,545 △ 9.4 △ 11.2 4.6

2 260,297,573 253,255,966 7,041,607 1,399,729 5,641,878 5,044,050 597,828 28.1 28.0 2.2

元 203,130,451 197,867,332 5,263,119 219,069 5,044,050 5,024,115 19,935 4.6 4.6 2.5

年
 
 
度

対前年度増減率

歳入に
対する
実　質
収支の
割　合

翌年度へ繰り
越すべき財源
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第 1 図 歳入歳出の対前年度増減率及び歳入に

対する実質収支の割合の推移 
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(2) 特別会計の決算規模等 

ア  国民健康保険会計 

令和 5 年度における国民健康保険会計決算は、次のとおりである。 

歳入決算額 485 億 2,313 万 9,194 円 収入率（対予算現額） 101.3％ 

歳出決算額 470 億 2,315 万 8,549 円 執行率（対予算現額） 98.2％ 

形 式 収 支 14 億 9,998 万 0,645 円 

決算規模を前年度と比較すると、歳入は 2 億 8,776 万 7,691 円の減（0.6％減）、

歳出は 3 億 2,584 万 998 円の減（0.7％減）となった。 

また、形式収支は、14 億 9,998 万 645 円となり、令和 6 年度に繰り越された。

実質収支は、翌年度へ繰り越すべき財源がないため、形式収支と同額となった。 

なお、単年度収支は、3,807 万 3,307 円のプラスとなった。 

決算規模の推移は、第 2 表のとおりである。 

第 2 表 国民健康保険会計決算規模の推移 

歳　　入 歳　　出 形式収支 実質収支 前 年 度 単年度収支
実質収支

A B C＝A-B D E=C-D F G=E-F E/A

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

5 48,523,139 47,023,159 1,499,980 0 1,499,980 1,461,907 38,073 3.1

4 48,810,906 47,348,999 1,461,907 0 1,461,907 1,513,235 △ 51,328 3.0

3 48,820,686 47,307,451 1,513,235 0 1,513,235 1,845,020 △ 331,785 3.1

2 47,270,494 45,425,474 1,845,020 0 1,845,020 1,012,017 833,003 3.9

元 48,917,398 47,905,381 1,012,017 0 1,012,017 1,347,424 △ 335,407 2.1

年
 
 
度

歳入に
対する
実　質
収支の
割　合

翌年度へ繰り
越すべき財源

 

(％) 
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イ  介護保険会計  

令和 5 年度における介護保険会計決算は、次のとおりである。 

歳入決算額 387 億 0,822 万 0,183 円 収入率（対予算現額） 96.0％ 

歳出決算額 380 億 3,015 万 8,063 円 執行率（対予算現額） 94.4％ 

形 式 収 支 6 億 7,806 万 2,120 円 

決算規模を前年度と比較すると、歳入は 18 億 4,381 万 5,857 円の増（5.0％増）、

歳出は 21 億 1,173 万 1,756 円の増（5.9％増）となった。 

また、形式収支は、6 億 7,806 万 2,120 円となり、令和 6 年度に繰り越された。

実質収支は、翌年度へ繰り越すべき財源がないため、形式収支と同額となった。 

なお、単年度収支は、2 億 6,791 万 5,899 円のマイナスとなった。 

決算規模の推移は、第 3 表のとおりである。 

 

第 3 表 介護保険会計決算規模の推移 

歳　　入 歳　　出 形式収支 実質収支 前 年 度 単年度収支
実質収支

A B C＝A-B D E=C-D F G=E-F E/A

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

5 38,708,220 38,030,158 678,062 0 678,062 945,978 △ 267,916 1.8

4 36,864,404 35,918,426 945,978 0 945,978 1,022,392 △ 76,414 2.6

3 35,869,596 34,847,204 1,022,392 0 1,022,392 857,516 164,876 2.9

2 34,879,047 34,021,531 857,516 0 857,516 601,943 255,573 2.5

元 33,828,883 33,226,940 601,943 0 601,943 1,105,229 △ 503,286 1.8

年
 
 
度

歳入に
対する
実　質
収支の
割　合

翌年度へ繰り
越すべき財源

 

 

ウ  後期高齢者医療会計 

令和 5 年度における後期高齢者医療会計決算は、次のとおりである。 

歳入決算額 120 億 4,726 万 2,929 円 収入率（対予算現額） 100.0％ 

歳出決算額 119 億 0,016 万 3,547 円 執行率（対予算現額） 98.8％ 

形 式 収 支 1 億 4,709 万 9,382 円 

決算規模を前年度と比較すると、歳入は 3 億 7,202 万 401 円の増（3.2％増）、

歳出は 4 億 2,477 万 1,717 円の増（3.7％増）となった。 

また、形式収支は、1 億 4,709 万 9,382 円となり、令和 6 年度に繰り越された。

実質収支は、翌年度へ繰り越すべき財源がないため、形式収支と同額となった。 

なお、単年度収支は、5,275 万 1,316 円のマイナスとなった。 

決算規模の推移は、第 4 表のとおりである。 
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第 4 表 後期高齢者医療会計決算規模の推移 

歳　　入 歳　　出 形式収支 実質収支 前 年 度 単年度収支
実質収支

A B C＝A-B D E=C-D F G=E-F E/A

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

5 12,047,262 11,900,163 147,099 0 147,099 199,850 △ 52,751 1.2

4 11,675,242 11,475,392 199,850 0 199,850 153,630 46,220 1.7

3 10,498,115 10,344,485 153,630 0 153,630 178,334 △ 24,704 1.5

2 10,433,233 10,254,899 178,334 0 178,334 111,012 67,322 1.7

元 10,165,388 10,054,376 111,012 0 111,012 97,925 13,087 1.1

年
 
 
度

歳入に
対する
実　質
収支の
割　合

翌年度へ繰り
越すべき財源

 

 

(3) 財政の構造 

ア  歳入構造 

一般会計の歳入決算額を自主財源と依存財源、一般財源と特定財源という観点

から分類し、歳入項目の構成内容を把握する。 

(ｱ) 自主財源と依存財源 

自主財源とは、本区が自らの権能を行使して調達することができる収入であり、

特別区税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄付金、繰入金、

繰越金、諸収入がこれに当たる。依存財源とは、収入の源泉を国又は東京都等に

依存し、国又は東京都等の定める基準に基づき交付されたり、割り当てられたり

するものであり、地方譲与税、特別区交付金、国庫支出金、都支出金、特別区債

などがこれに当たる。歳入に占める自主財源の割合が大きいほど、その団体の財

政運営の自主性と安定性が確保できるといわれている。 

令和 5 年度における自主財源と依存財源の構成比は、第 5 表に示すように、そ

れぞれ 35.4％、64.6％となっており、前年度の 35.2％、64.8％に比べ、自主財源

の比率が 0.2 ポイントの増となった。 
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第 5 表 自主財源と依存財源の対前年度増減状況 

比較増（△）減

決　算　額 構成比 増減率 決　算　額 構成比 増減率 差      引

千円 ％ ％ 千円 ％ ％ 千円

特 別 区 税 61,878,240 25.5 4.7 59,092,445 24.5 5.1 2,785,795

繰 入 金 4,553,533 1.9 △ 5.7 4,828,473 2.0 23.3 △ 274,940

繰 越 金 8,380,042 3.5 △ 23.4 10,936,297 4.5 55.3 △ 2,556,255

諸 収 入 3,120,130 1.3 4.5 2,984,665 1.2 △ 0.4 135,465

そ の 他 7,788,263 3.2 6.6 7,306,182 3.0 12.8 482,081

計 85,720,208 35.4 0.7 85,148,062 35.2 11.1 572,146

特別区交付金 68,456,262 28.2 4.0 65,815,679 27.3 7.0 2,640,583

国 庫 支 出 金 40,943,776 16.9 △ 18.3 50,143,422 20.8 △ 17.5 △ 9,199,646

都 支 出 金 25,946,634 10.7 20.3 21,572,447 8.9 16.9 4,374,187

特 別 区 債 3,255,000 1.3 134.7 1,387,000 0.6 △ 0.4 1,868,000

そ の 他 18,218,707 7.5 4.0 17,516,102 7.2 3.0 702,605

計 156,820,379 64.6 0.2 156,434,650 64.8 △ 1.7 385,729

242,540,587 100.0 0.4 241,582,712 100.0 2.5 957,875

一 般 財 源 156,467,967 64.5 2.0 153,355,649 63.5 9.2 3,112,318

特 定 財 源 86,072,620 35.5 △ 2.4 88,227,063 36.5 △ 7.5 △ 2,154,443

（注） 自主財源の「その他」…分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄付金
依存財源の「その他」…地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、
依存財源の「その他」…ゴルフ場利用税交付金、環境性能割交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金

4　年　度

合          計

自
主
財
源

依
存
財
源

区     分
5　年　度

 

(ｲ) 一般財源と特定財源 

一般財源とは、使途が特定されず、どのような経費にも使用することができる

収入であり、特別区税、特別区交付金などがこれに当たる。特定財源とは、使途

が特定されている収入であり、国庫支出金、都支出金、特別区債などがこれに当

たる。地方公共団体が行政需要に円滑に対応する財政運営を行うためには、歳入

に占める一般財源の割合ができるだけ大きいことが望ましい。 

令和 5 年度における一般財源と特定財源の構成比は、第 5 表に示すように、そ

れぞれ 64.5％、35.5％となり、前年度の 63.5％、36.5％に比べ、一般財源の比率

が 1.0 ポイントの増となった。 

なお、性質別構成比の比較及び自主財源・依存財源と一般財源・特定財源の相

関関係は、第 2 図及び第 3 図のとおりである。 
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第 2 図 性質別構成比の比較（歳入） 

自主財源（28.8％） 依存財源（35.7％）
自主

財源

（6.6％）

依存財源
（28.9％）

4年度

5年度

自主財源（29.0％） 依存財源（34.5％）
自主

財源

（6.2％）

依存財源
（30.3％）

一般財源（64.5％） 特定財源（35.5％）

一般財源（59.5％） 特定財源（40.5％）一般財源（63.5％） 特定財源（36.5％）

 

 

第 3 図 自主財源・依存財源と一般財源・特定財源の相関関係 

特別区税 (618.8億円) 分担金及び負担金 (34.7億円)
繰越金 (79.1億円) 使用料及び手数料 (30.5億円)

財産収入 (7.1億円)
寄付金 (5.6億円)
繰入金 (45.5億円)
繰越金 (4.7億円)
諸収入 (31.2億円)

地方譲与税 (7.3億円) 国庫支出金 (409.4億円)

特別区交付金 (684.6億円) 都支出金 (259.5億円)

利子割交付金 (2.2億円) 特別区債 (32.6億円)

配当割交付金 (11.9億円)

株式等譲渡所得割交付金 (12.9億円)

地方消費税交付金 (141.3億円)

ゴルフ場利用税交付金 (0.2億円)

環境性能割交付金 (2.0億円)

地方特例交付金 (3.9億円)

交通安全対策特別交付金 (0.4億円)

（注）　括弧内は令和5年度決算額

自
 

主
 

財
 

源

依
 

存
 

財
 

源

一　　般　　財　　源 特　　定　　財　　源

 

イ  歳出構造 

一般会計の歳出決算額を、経済的性質を基準として義務的経費、投資的経費及

びその他の経費に分類し、歳出項目の構成内容を把握する。義務的経費とは、歳

出の中で、支出が義務付けられ任意に削減できない経費であり、職員給与等の人

件費、生活保護費等の扶助費、特別区債元利償還金等の公債費がこれに当たる。

投資的経費とは、その支出の効果が資本形成に向けられ、施設等、ストックとし

て将来に残るものに支出される経費である。 

性質別決算状況及び性質別構成比とその推移は、第 6 表、第 4 図、第 7 表及び

第 5 図のとおりである。 
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第 6 表 性質別決算状況（歳出） 

決 算 額 A 構 成 比
対前 年度
増 減 率

決 算 額 B 構 成 比
対前 年度
増 減 率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％ 千円

108,069,863 46.3 3.0 104,907,293 45.0 △ 2.0 3,162,570

26,270,334 11.3 △ 1.0 26,544,343 11.4 △ 3.0 △ 274,009

79,640,081 34.1 5.1 75,746,432 32.5 △ 0.8 3,893,649

2,159,448 0.9 △ 17.5 2,616,518 1.1 △ 20.6 △ 457,070

36,391,198 15.6 △ 3.3 37,630,856 16.1 9.5 △ 1,239,658

17,078,050 7.3 △ 4.1 17,810,477 7.6 △ 6.3 △ 732,427

補 助 事 業 費 2,525,931 1.1 △ 10.9 2,835,298 1.2 △ 22.3 △ 309,367

単 独 事 業 費 14,399,847 6.2 △ 3.4 14,901,026 6.4 △ 2.6 △ 501,179

受 託 事 業 費 152,272 0.0 105.3 74,153 0.0 40.8 78,119

19,313,148 8.3 △ 2.6 19,820,379 8.5 28.9 △ 507,231

88,944,258 38.1 △ 1.9 90,664,521 38.9 8.6 △ 1,720,263

47,397,962 20.3 △ 4.8 49,783,821 21.4 6.3 △ 2,385,859

1,960,066 0.8 △ 0.3 1,965,320 0.8 7.2 △ 5,254

21,720,066 9.3 △ 1.7 22,101,666 9.5 12.0 △ 381,600

389,718 0.2 △ 3.2 402,631 0.2 △ 2.9 △ 12,913

17,476,446 7.5 6.5 16,411,083 7.0 12.1 1,065,363

233,405,319 100.0 0.1 233,202,670 100.0 3.7 202,649

区　　分

そ の 他

合 計

義 務 的 経 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

投 資 的 経 費

比較増（△）減
C=A-B

維 持 補 修 費

補 助 費 等

貸 付 金 ・ 出 資 金

普通建設事業費

積 立 金

そ の 他 の 経 費

物 件 費

5　年　度 4　年　度

 

第 4 図 性質別構成比（歳出） 

（11.3％） 公債費（0.9％）

5年度
扶助費（34.1％）人件費

その他の経費（38.1％）
義務的経費（46.3％）

投資的経費
（15.6％）

 
 

第 7 表 性質別構成比の推移（歳出） 

（単位：％）

平成26 27 28 29 30 令和元 2 3 4 5

47.9 46.2 48.3 46.1 48.3 47.9 39.1 47.6 45.0 46.3

人 件 費 15.4 14.0 14.5 12.9 13.6 12.9 10.9 12.2 11.4 11.3

扶 助 費 30.6 30.3 32.1 31.4 33.6 33.8 27.3 33.9 32.5 34.1

公 債 費 1.9 1.9 1.7 1.8 1.1 1.2 0.9 1.5 1.1 0.9

19.6 23.9 20.0 24.0 20.6 19.3 11.4 15.3 16.1 15.6

32.5 29.9 31.7 29.9 31.1 32.8 49.5 37.1 38.9 38.1

年 度

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費

内
訳
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第 5 図 性質別構成比の推移（歳出） 

 

 

 

以下、性質別に見る。主な増減については、第 8 表のとおりである。 

(ｱ) 義務的経費 

義務的経費の決算額は、1,080 億 6,986 万 3 千円で、前年度に比べ 31 億 6,257

万円の増（3.0％増）であった。義務的経費の歳出総額に占める割合は、前年度に

比べ 1.3 ポイント上回る 46.3％となった。 

これは、扶助費で 38 億 9,364 万 9 千円の増（5.1％増）となったこと等により

義務的経費の総額は増となり、投資的経費及びその他の経費の総額が減となった

ことにより相対的な割合が上がったものである。 

(ｲ) 投資的経費 

投資的経費の決算額は、363 億 9,119 万 8 千円で、前年度に比べ 12 億 3,965 万

8 千円の減（3.3％減）であった。投資的経費の歳出総額に占める割合は、前年度

に比べ 0.5 ポイント下回る 15.6％となった。 

これは、普通建設事業費で 7 億 3,242 万 7 千円の減（4.1％減）となったこと等

によるものである。 

(ｳ) その他の経費  

その他の経費の決算額は、889 億 4,425 万 8 千円で、前年度に比べ 17 億 2,026

万 3 千円の減（1.9％減）であった。その他の経費の歳出総額に占める割合は、前

年度に比べ 0.8 ポイント下回る 38.1％となった。 

これは、その他（繰出金）で 10 億 6,536 万 3 千円の増（6.5％増）となったも

のの、物件費で 23 億 8,585 万 9 千円の減（4.8％減）となったこと等によるもの

である。 

(1) 性質別経費（義務的経費、 

投資的経費、その他の経費） 
(2) 義務的経費（人件費、扶助

費、公債費） 
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第 8 表 性質別決算の主な増減（歳出） 

（単位：千円）

事業等
対 前 年 度
増 減 額

事業等
対 前 年 度
増 減 額

事業等
対 前 年 度
増 減 額

退職手当 △ 537,550
その他（社会保険料
等）

△ 88,750 委員等報酬 179,278

物価高騰重点支援給付金
事業 5,017,940 私立保育所扶助事業 1,169,697

電力・ガス・食料品等価格
高騰緊急支援給付金事業 △ 2,376,150

特別区債元金 △ 443,953 特別区債利子 △ 13,117

普通建設事業費

補 助 事 業 費
第二大島中学校改築
事業

△ 436,938 数矢小学校増築事業 △ 222,826 私立保育所整備事業 △ 148,411

単 独 事 業 費
第二大島中学校改築
事業

△ 1,474,607
小学校大規模改修事
業

△ 1,067,264 江東ホーム改修事業 994,289

受 託 事 業 費 下水道整備受託事業 62,640 掘さく道路復旧事業 15,479

財政調整基金積立金 △ 1,452,792
地下鉄８号線建設等
基金積立金

△ 500,000
公共施設建設基金積
立金

804,970

新型コロナウイルスワ
クチン接種事業

△ 3,738,731 電子計算事務 △ 667,648 防災ギフト配付事業 1,585,967

橋梁塗装補修事業 △ 64,649
災害情報通信設備維
持管理事業

△ 39,491
放課後子どもプラン事
業

42,379

国庫支出金返納金 △ 3,426,406 小学校給食運営事業 727,635 子育て世帯応援事業 2,411,280

民営化介護保険施設
運営支援事業

△ 12,000 奨学資金給付等事業 △ 3,614
土地開発公社用地取
得資金貸付金

2,701

国民健康保険会計繰
出金

549,055 介護保険会計繰出金 273,934
国民健康保険基盤安
定繰出金

129,290

区　　分

義 務 的 経 費

人 件 費

扶 助 費

主　な　増　減

補 助 費 等

貸付 金・ 出資金

公 債 費

投 資 的 経 費

積 立 金

そ の 他

そ の 他 の 経 費

物 件 費

維 持 補 修 費

 

ウ 財政分析 

本区の財政構造の健全性及び弾力性を分析するため、財政力指数、実質収支比

率、公債費負担比率及び経常収支比率という 4 つの財政指標を概観する｡ 

これらの財政指標は、決算統計の数値を用いて導き出されるものである。決算

統計とは、総務省が、白書や他の報告書の基にするため、地方公共団体の財政状

況を調査したものであり、そこでは団体間の比較を可能にするために統一的な会

計の区分（普通会計）が用いられている。 

(ｱ) 財政力指数 

財政力指数＝
基準財政需要額

基準財政収入額
であり、決算統計では直近 3 か年の平均値を採用 

している。一般的にはこの数値が大きいほど財源に余裕があるとされる｡ 
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第 9 表のとおり、令和 5 年度の本区の財政力指数は 0.50 であり、依然として

23 区全体の財政力指数を下回っている。 

第 9 表 財政力指数の推移（江東区・23 区全体） 

平成26 27 28 29 30 令和元 2 3 4 5

0.47 0.48 0.49 0.49 0.49 0.49 0.50 0.50 0.50 0.50

0.52 0.53 0.54 0.55 0.54 0.54 0.54 0.55 0.55 －

江 東 区

23 区 全 体

年 度

 

(ｲ) 実質収支比率  

実質収支比率＝
標準財政規模

実質収支額
×100 であり、地方公共団体の決算剰余又は欠損の

状況を財政規模との比較で表したものである。団体の財政規模、その年度の経済

の景況等によって一概には言えないが、3～5％程度が望ましいとされる。 

第 10 表のとおり、令和 5 年度の本区の実質収支比率は 5.0％となった。 

第 10 表 実質収支比率の推移（江東区・23 区全体） 

（単位：％）

平成26 27 28 29 30 令和元 2 3 4 5

3.9 4.3 3.9 4.0 4.1 3.9 4.5 8.5 5.9 5.0

5.7 5.7 5.0 6.1 5.2 5.4 7.0 8.6 7.2 －

年 度

江 東 区

23 区 全 体

 

(ｳ) 公債費負担比率  

公債費負担比率＝
一般財源総額

般財源公債費に充当される一 ×100 であり、この数値が高くなる

ほど財政の硬直化につながり、不健全な財政運営を示す。財政構造の健全性が脅

かされないためには、この数値が 15％を超えないことが望ましいとされる｡ 

第 11 表のとおり、令和 5 年度の本区の公債費負担比率は 1.3％であり、健全性

を維持している。 

第 11 表 公債費負担比率の推移（江東区・23 区全体） 

（単位：％）

平成26 27 28 29 30 令和元 2 3 4 5

2.3 2.1 1.8 1.6 1.5 1.7 1.6 1.4 1.3 1.3

4.0 3.4 2.8 2.6 2.2 2.5 2.0 2.0 1.7 －

年 度

江 東 区

23 区 全 体  
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(ｴ) 経常収支比率  

経常収支比率＝
経常一般財源総額

る一般財源経常的経費に充当され
×100 であり、経常的な収入で経

常的な支出を賄えているか否かを測定するものである。経常一般財源総額とは特

別区税、地方譲与税、特別区交付金等であり、経常的経費に充当される一般財源

とは人件費、扶助費、公債費等に充当される一般財源である。この比率の適正水

準は、概ね 70～80％といわれており、この数値が高いほど財政が硬直化し、新た

な行政需要に対応できる余地が少ないことになる｡ 

第 12 表のとおり、本区の令和 5 年度の経常収支比率は、前年度より 1.6 ポイン

ト減の 73.1％と 10 期連続で適正水準の範囲内となった。 

第 12 表 経常収支比率の推移（江東区・23 区全体） 

（単位：％）

平成26 27 28 29 30 令和元 2 3 4 5

78.0 75.9 76.0 73.7 77.5 75.2 79.1 76.5 74.7 73.1

80.7 77.8 79.3 79.8 79.1 79.2 81.9 78.6 76.7 －

年 度

江 東 区

23 区 全 体

 

(4) 債務負担行為  

令和 5 年度予算で設定した新たな債務負担行為の限度額は 84 億 3,987 万 6 千円、

その主な内訳は、小学校大規模改修事業（明治小学校）18 億 8,527 万 7 千円、北

砂ホーム改修事業 16 億 2,299 万円、防災センター改修事業 5 億 1,980 万円であっ

た。 

また、債務負担行為に係る令和 5 年度の支出額は 65 億 2,280 万 7 千円で、前年

度に比べ 4 億 8,906 万 6 千円上回った。令和 5 年度の支出額の主な内訳は、江東

ホーム改修事業 16 億 669 万 8 千円、中学校大規模改修事業（深川第二中学校）15

億 1,876 万 1 千円であった。 

令和 6 年度以降の支出予定額は 176 億 1,914 万 9 千円で、その主な内訳は、第

二大島小学校改築事業 24 億 6,275 万 5 千円、大島五丁目住宅改築事業（公有財産

購入）23 億 600 万 1 千円、猿江一丁目アパート改築事業（公有財産購入）19 億

3,214 万 3 千円である。その支出予定額のうち一般財源等の充当は、53 億 822 万

9 千円が見込まれている。 

(5) 財 産 

区有財産は、公有財産、物品、債権及び基金に大別されている。 

本区の令和 5 年度末における総台帳価格は、9,710 億 3,466 万 9 千円で、前年度

と比較して 277 億 581 万 8 千円の増（2.9％増）となった。これは主に、建物の評

価が上がったためである。 

ア 債 権 

債権とは、財産に関する調書に記載されている債権と決算書記載の収入未済額

を合算した区の総債権額をいう。  
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本区の令和 5 年度末債権現在高は、2 億 9,921 万円で、前年度と比較して 5,232

万 9 千円の減（14.9％減）となった。 

イ 基 金 

 令和 5 年度末現在、19 の基金があり、定額運用基金（運用基金）は 8、特定目

的基金（積立基金）は 11 である。 

定額運用基金とは、融資や貸付を目的としたもの、あるいは支払のための回転

資金としての性格を有しているものであり、本区の定額運用基金の令和 5 年度の

原資合計額は、108 億 1,500 万円である。 

また、特定目的基金とは、将来需要に備えるなど特定の目的のため積立てをし

ているものであり、本区の特定目的基金の残高（出納閉鎖日現在）は、前年度に

比べ 144 億 1,147 万 9 千円の増（8.2％増）の 1,898 億 576 万 8 千円となった。こ

れは、取崩し等で 55 億 5,353 万 3 千円の減があったものの、199 億 6,501 万 2 千

円の積立てによる増があったことによるものである。 

(6) 区 債 

区債とは、本区が資金調達に伴って負担する債務で、その償還が一会計年度を

越えて行われるものをいう。 

本区の令和 5 年度末区債残高（元金）は、251 億 297 万 4 千円で、前年度と比

較して 13 億 148 万 2 千円の増（5.5％増）となった。これは、19 億 5,351 万 8 千

円を償還したものの、江東ホーム改修事業、北砂ホーム改修事業、中学校大規模

改修事業（深川第二中学校）など計 6 事業に関して 32 億 5,500 万円の起債を行っ

たことによるものである。 

本区の今後の財政状況を考えるため、区財政の将来にわたる財政負担余力を判

断するのに参考となる介護給付費準備基金を除く特定目的基金残高と区債残高と

の比較を行ったところ、令和 5 年度末で基金残高が区債残高を 1,610 億 1,012 万 6

千円上回った。 

その残高の推移は、第 13 表及び第 6 図のとおりである。 

第 13 表 特定目的基金残高及び区債残高の推移 

（単位：億円）

平成26 27 28 29 30 令和元 2 3 4 5

814.5 943.5 1,028.0 1,084.9 1,220.9 1,364.7 1,449.1 1,563.6 1,713.5 1,861.1

289.5 325.8 311.5 298.5 288.5 273.9 264.7 248.1 238.0 251.0

525.0 617.7 716.5 786.4 932.4 1,090.8 1,184.4 1,315.5 1,475.5 1,610.1

（注）　介護給付費準備基金を除く。

年 度

基 金 残 高

区 債 残 高

基金区債残高差
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第 6 図 特定目的基金残高及び区債残高の推移 
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3 意 見 

内閣府の令和 6 年 7 月の月例経済報告によると、景気はこのところ足踏みもみ

られるが、緩やかに回復しているとされ、先行きについては、雇用・所得環境が

改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待される

としている。ただし、欧米における高い金利水準の継続や中国における不動産市

場の停滞の継続に伴う影響など、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しする

リスクとなっている。また、物価上昇、中東地域をめぐる情勢、金融資本市場の

変動等の影響に十分注意する必要があるとしている。 

他方、本区の場合、中小企業の景況による業況判断について、業種別に見ると、

製造業は水面下ながら大幅に持ち直し、卸売業と小売業は悪化傾向が改善又は弱

まったとしているが、サービス業においては悪化傾向を強めたとしている。今後

の見通しは、製造業、小売業、サービス業は現状の悪化水準で推移するが、卸売

業が大幅に持ち直すため、全体で見ると多少改善すると予想しているものの、地

域経済活動の先行きは予断を許さない状況である。 

このような景気動向の中で、本区の令和 5 年度一般会計及び各特別会計を合計

した区全体の決算状況の概要は、以下のようになっている。 

まず、令和 5 年度一般会計決算では、歳入が前年度比 0.4％増の 2,425 億 4,058

万 7 千円（収入率 96.3％）、歳出が前年度比 0.1％増の 2,334 億 531 万 9 千円（執

行率 92.7％）である。一般会計に 3 つの特別会計を加えた 4 会計合計では、歳入

が前年度比 0.9％増の 3,418 億 1,920 万 9 千円（収入率 97.1％）、歳出が前年度比

0.7％増の 3,303 億 5,880 万円（執行率 93.8％）となっている。 
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前年度に引き続き、実質収支において 4 会計の全てが黒字決算であり、歳入決

算額から歳出決算額を差引いた歳計剰余金を次年度へ繰り越すものとなっている。 

令和 5 年度予算は、先行きを見通すことが困難な状況にあってもスピード感を

もって区民に安全・安心を届けるため、未来を担うこどもたちを応援する子育て

支援をはじめ、地域コミュニティの再生や活性化への取組、関東大震災から 100

年を節目とした防災・減災対策など、新たな時代へ成長する予算と位置づけ「み

んながつながり未来を描く 新たな時代への成長予算」としている。予算編成で

は 3 つの基本方針を掲げており、第 1 として、長期計画を着実に推進するととも

に、これまで以上に創意工夫を加え未来に向けた効果的な施策を展開していくこ

と。第 2 として、徹底した無駄の排除や事業の見直し、再構築により、新たな施

策展開の財源確保に努めること。第 3 として、新たな歳入確保策に加えて、 ICT

の利活用による効率的な行政運営を推進し、健全で持続可能な財政基盤の構築を

図ることとしてスタートし、新型コロナウイルス感染症が 5 類へ移行したことも

あり、区の長期計画に基づく各種施策を当初の計画に沿った規模や内容で実施す

ることが可能となった。一方で、様々な業種において物価高騰の影響が見られ、

区民の日常生活や経済活動に大きな不安を与えた。 

こうした状況の中で、令和 5 年度は 6 回に及ぶ補正予算が編成されるなど、新

たな課題に的確かつ迅速に対応すべく、支援策等の検討・実施が必要となったが、

前年度に引き続き区民生活を健康面や経済面から支援する取組が行われ、財政面

では国や東京都からの支出金等を活用しながら、的確な予算執行がなされたこと

は高く評価するものである。 

また、4 会計全ての予算執行で黒字決算を維持しており、本区の堅実な行財政

運営体質を表している。 

今後も、社会経済活動の正常化が進む中で、区行財政運営においては、長期計

画の推進に加え誰もが安全で安心して暮らし、活躍できる社会を築くための施策

を着実に推進していくことが望まれる。 

(1) 一般会計 

ア 歳入について 

一般会計の歳入総額は、前年度比 0.4％増の 2,425 億 4,058 万 7 千円となってい

る。これは、国庫支出金が 91 億 9,964 万 6 千円の減となったものの、都支出金で

43 億 7,418 万 7 千円の増、特別区税で 27 億 8,579 万 5 千円の増、特別区交付金で

26 億 4,058 万 3 千円の増があったこと等によるものである。 

歳入構造について見ると、国庫支出金等の特定財源が減少した影響を受け、自

主財源の構成比は前年度比0.2ポイント増の35.4％となっており、一般財源の構成

比も1.0ポイント増の64.5％となっている。また、特別区税も増加しており、新型

コロナウイルス感染症の影響も低減する中で、円滑な財政運営が行われるととも

に、自主性及び安定性の向上は図られていると評価するものである。 

その中でも、自主財源であり、かつ、一般財源である特別区税について見ると、

前年度比 4.7％増の 618 億 7,824 万円で、初めて 600 億円を超え、特別区税の根幹
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をなす特別区民税は、前年度と比較して 27 億 2,502 万 6 千円（5.0％）増の 574

億 8,790 万 9 千円で、引き続き過去最高となっている。 

特別区税が増収となった要因は、継続している人口増に伴う納税義務者数の増

のほか、現年課税分の収入歩合（調定額に対する収入済額の割合）が、引き続き

高い水準となったこと等があげられる。これには、全庁的な取組である収納対策

本部が示す統一的な方針に基づく継続した徴収努力と税負担の公平性の確保につ

いて、所管課が組織一丸となり創意工夫を凝らして取り組んだ具体的な成果とし

て高く評価するものである。 

一方で、ふるさと納税による減収影響額は、令和 5 年度には 46 億 6,251 万 3 千

円に達し、前年度よりも 6 億 1,757 万 7 千円拡大している。令和 6 年度も、減収

影響額の拡大が懸念され区財政への影響を看過できない状況にある。ふるさと納

税については、引き続き国や他自治体の動向を注視し、本区の魅力発信にもつな

がるような取組に期待したい。 

特別区交付金については、前年度比 26 億 4,058 万 3 千円（4.0％）増の 684 億

5,626 万 2 千円で、本区歳入に占める構成比は 28.2％であり、特別区税の 25.5％、

国庫支出金の 16.9％を上回り、構成比において最も高い数値となっている。 

特徴としては、財源となる調整三税等のうち固定資産税が大幅に増加したこと

があげられる。歳入の根幹として大きな構成比をなす同交付金は、景気の影響を

受けやすい性質があり、社会情勢や経済回復の先行きは不透明であることから、

今後の本区財政運営を考える上で、その動向に細心の注意を払う必要がある。 

冒頭に述べたように、我が国の景気動向は緩やかな回復が続くことが期待され

るとしているものの、欧米における高い金利水準の継続など、海外景気の下振れ

が我が国の景気を下押しするリスクや物価上昇、金融資本市場の変動等の影響に

十分注意する必要があるなど、今後も経済回復は不透明な部分が多い状況にある。 

そのような状況下にあっても、税や保険料の収納対策では、今後も継続して収

納率向上を図るために、納付機会の拡大や意識啓発などにも力を注いでいく必要

があり、先進的な事例への挑戦も含め、区の更なる努力を期待するものである。 

他方、「債権」では、個人向け貸付金である私債権の回収で、私債権管理条例に

基づく全庁的な取組を継続し、返還請求訴訟提起及び債権放棄に伴う不納欠損処

理を実施するなど実績を積んでいる。また、法律事務所への債権回収委託の取組

も継続しており、それぞれが一定の成果をあげている。今後も、税や保険料の収

納対策と同様に、区民負担の公平性確保に向け、区の一層の努力に期待するもの

である。 

近年、本区の財政運営は比較的安定し堅調な財政状況を維持してきたが、様々

な業種における物価の高騰や景気の下振れリスクなど、今後の歳入・歳出の両面

において、区財政に与える影響は長期的かつ大きなものとなる可能性がある。 

区は、引き続き社会情勢の動向に細心の注意を払い、財政状況を見定めながら、

前例に捉われない対策を迅速かつ安定的に行っていくことが求められる。 
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イ 歳出について 

一般会計の歳出総額は、前年度比 0.1％増の 2,334 億 531 万 9 千円となっている。

これは、衛生費、諸支出金、産業経済費等は減となったものの、民生費、土木費

が増となっており、特に、民生費が増となったことが大きく影響している。 

衛生費は、主に新型コロナウイルスワクチン接種事業の減により、前年度比

14.4％減の 200 億 8,880 万 7 千円となっている。 

民生費は、主に物価高騰重点支援給付金事業や子育て世帯応援事業の増が大き

く、前年度比 7.0％増の 1,067 億 7,524 万 2 千円となっている。 

なお、歳出における各款の構成比については、民生費、教育費、総務費の順位

であった。 

歳出構造については、義務的経費は前年度比 3.0％増の 1,080 億 6,986 万 3 千円、

投資的経費が前年度比 3.3％減の 363 億 9,119 万 8 千円、その他の経費が前年度比

1.9％減の 889 億 4,425 万 8 千円である。なお、構成比は、前年度と比較すると義

務的経費が増、投資的経費及びその他の経費が減となっている。 

義務的経費の増は、扶助費における物価高騰重点支援給付金事業の増等による

ものである。今後とも、国や東京都の動向を注視しつつ、子育て支援、高齢者支

援並びに障害者支援など福祉施策充実に向けた本区の事業推進に期待するところ

である。 

投資的経費の減は、普通建設事業費、積立金の減によるものである。区民の財

産でもあるインフラ資産・公共施設の改修・改築にあたっては、引き続き公共施

設等総合管理計画との調整を図り、将来的な管理コストも含めた総合的な費用対

効果を十分に精査したうえでの事業化を心掛けられたい。 

(2) 特別会計 

ア 国民健康保険会計 

国民健康保険会計の歳入総額は 485 億 2,313 万 9 千円（前年度比 0.6％減）で、

歳出総額は 470 億 2,315 万 9 千円（同 0.7％減）となっている。 

保険料の収納率については、現年分、滞納繰越分ともに前年度を上回った。収

納率の 23 区順位は 8 位で、前年度より順位が四つ上がり、引き続き 23 区全体で

算出した率を超える成果をあげている。これは、コールセンターによる電話催告

や徴収嘱託員による訪問催告のほか、コンビニ収納、モバイルレジ納付等複数の

納付機会を提供している効果であり、その努力を評価したい。今後も収納率の向

上に向けた積極的な方策を検討されたい。国民健康保険事業の広域化による安定

的な財源を確保しつつ、国民皆保険制度を将来にわたり持続可能なものとするた

めにも、収納率の向上による負担の公平性確保は不可欠である。東京都や統一保

険料方式を採る他特別区とも連携しつつ、組織一丸となった取組により一層の工

夫を期待したい。 

イ 介護保険会計 

介護保険会計の歳入総額は 387 億 822 万円（前年度比 5.0％増）で、歳出総額

は 380 億 3,015 万 8 千円（同 5.9％増）となっている。 
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保険料普通徴収の収納率については、現年分、滞納繰越分ともに前年度を上回

った。保険料収納については、コールセンターによる電話催告や徴収嘱託員によ

る訪問徴収のほか、コンビニ収納、電子マネー決済等複数の納付機会を提供して

おり、継続した組織対応を評価したい。今後も高齢者人口の増加傾向は続き、要

介護者の人口も増え続けることが必至であり、収納率の向上は負担の公平性を確

保して安定的に介護保険制度を運営していくための基盤となるものである。本区

でも「人生 100 年時代」を見据えた地域包括ケアシステム運営に際し、医療・介

護の連携を推進するにあたって、費用負担の問題は重要な検討課題であり、受益

と負担の原則を基本としながら、引き続き高齢者に配慮した収納対策の取組を期

待する。 

ウ 後期高齢者医療会計 

後期高齢者医療会計の歳入総額は 120 億 4,726 万 2 千円（前年度比 3.2％増）で、

後期高齢者医療保険料 4.2％増及び繰入金 1.8％増が主な要因である。 

歳出総額は 119 億 16 万 3 千円（同 3.7％増）で、歳出の 9 割以上を占める広域

連合納付金の 4.2％増が、大きな要因となっている。 

保険料の収納率については、現年分、滞納繰越分ともに前年度を上回った。 

滞納繰越分については、コールセンターによる電話催告や徴収嘱託員による訪

問徴収の継続的な取組により前年度を上回ったが、合計では、依然として 23 区全

体で算出した率を下回っている。後期高齢者が急速に増加していく中で、負担の

公平性確保は安定的な運営に不可欠なものである。今後とも国民健康保険料の収

納対策と連動しながら、後期高齢者の生活状況を今まで以上に把握した上で、収

納対策を工夫して、収納率の一層の向上に努められたい。 

(3) 特定目的基金・特別区債 

積立基金である特定目的基金の残高は、前年度に比べ 144 億 1,147 万 9 千円の

増で、1,898 億 576 万 8 千円となっている。一方、特別区債の残高は、前年度に

比べ 13 億 148 万 2 千円の増で、251 億 297 万 4 千円となっている。この結果、特

定目的基金（介護給付費準備基金を除いた 10 の基金）と特別区債の残高差は 1,610

億 1,012 万 6 千円である。  

国による税源偏在是正措置や、欧米における高い金利水準の継続による経済へ

の影響など、様々な要因で今後の安定した税収確保が見通せない中、本区では将

来にわたる財源需要を考慮して基金を積立て、安定した区政運営が可能となるよ

うに努めてきた。また、区民の負担の平準化の観点から、将来世代にも利用が可

能となるような公共施設整備には、負担能力に十分配慮しながら特別区債を活用

してきている。景気動向の不安定な状況が続く中、本区が計画的な大規模改修工

事を着実に実施することで、施設の長寿命化が図られているのは、基金と区債の

適切な活用によりなし得た、本区財政運営の成果の一例といえる。 

また、区の将来需要を見通しつつ、ひっ迫した財政状況下でも行政課題への的

確な対応に努めてきた本区の姿勢は、引き続き高く評価すべきものである。 

今後も、区民の行政ニーズを的確に捉え、長期計画や公共施設等総合管理計画
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で整理する事業については、区政を取り巻く環境変化に適切に対応しながら、効

率的・効果的な実施を図るとともに、確かな将来を見据えた財政力の保持につい

て、引き続き注力されることを強く要望する。 

(4) 定額運用基金 

定額運用基金は 8 基金、令和 5 年度の原資合計額は 108 億 1,500 万円である。

内訳は、融資系 3 基金、貸付系 2 基金、そして行政目的系 3 基金となる。 

このうち融資系の中小企業融資基金では、令和 5 年度の融資件数、融資金額、

融資率（融資枠に対する融資残額の割合）が全て前年度を下回った。貸付系 2 基

金（国民健康保険の 2 基金）の令和 5 年度貸付実績は 0 件であった。行政目的系

3 基金のうち、用地取得基金では引き続き実績はなく、公共料金支払基金・用品

調達基金はともに前年度の回転数を下回っているが、引き続きその役割を維持し

ている。 

今後とも利用者の実態把握に努めつつ、実績がない又は回転数が低調な基金に

ついては、設置目的の検証・評価を含め、円滑な基金利用促進について検討され

たい。 

(5) 財政指標の評価 

特別区税は、区の自主・自律的な財政運営を考える時、一般財源かつ自主財源

に分類される歳入の基盤である。令和 5 年度においても過去最高額となり、一般

会計歳入に占める構成比は 25.5％で前年度比 1.0 ポイントの増となった。本区の

財政は、自主財源の構成比が 35.4％である。これは、新型コロナウイルス感染症

対策や子育て世帯等臨時特別支援事業費の財源となる、国の支出金等が減となっ

たため、自主財源の構成比が前年度に比べ相対的に上がっているものの、いまだ

にコロナ禍以前の水準まで回復していない。また、財政力指数が今年度も 23 区全

体以下の 0.50 であることと合わせると、現状では国や東京都の交付金に影響され

やすく、楽観視できない財政構造だといえる。 

経常収支比率は、前年度比 1.6 ポイント減の 73.1％であり、引き続き適正水準

である。今後も、持続可能な自治体経営を推進していくために、自主的な財政基

盤の強化を期待する。 

また、一般財源の拡充は景況による部分があり、景気変動の影響を受けやすい

本区の財政構造にありながら、今後も扶助費等義務的経費の増大は不可避である

ため、一層の財政運営の効率化を図るよう強く要望する。 

(6) 区民福祉の向上と健全財政継続のために 

令和 5 年度決算において、引き続き、新型コロナウイルス感染症の動向に注視

しつつ、未来の江東区へ向けた取組の推進に努める中で、歳入歳出ともに前年度

比増となった。しかし、財政状況は健全な数値を示しているものの、当該年度の

評価にあたっては、変化する社会経済環境にあって、本区のこれまでの財政運営

の状況や、財政統計の推移等も概観し、俯瞰的視点から総合的な審査をおこなっ

た。令和 5 年度の一般会計決算では、子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金の

減等により国庫支出金が減額となったが、一般財源の特別区交付金及び自主財源
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である特別区税が増となり、歳入歳出とも前年度を上回った。また、本区におい

ては、これまで特定目的基金と特別区債をバランス良く活用した財政運営を行っ

てきており、行財政改革計画の着実な実施及び予算執行段階での精査により、基

金残高が区債残高を上回る状況となっている。しかしながら、昨今の経済動向は、

多種多様な業界での値上げに起因する消費者物価の高騰や景気の下振れリスクな

ど、その先行きは未だに不透明である。予期せぬ事象や景気悪化等により、特別

区税や特別区交付金の低減が生起することとなれば、区債残高との逆転を生じか

ねない財政リスクを持ち合わせている。 

今後も、区は、区民生活を守り、区民福祉の向上や地域経済の活性化を図るた

めに、より効率的・効果的な行財政運営の徹底に努め、行政デジタル化を推進す

るとともに、ゼロカーボンシティの実現に向けた施策、後期高齢者が多数を占め

る超高齢社会への対応など、需要が確実に予想される分野には積極的に基金を積

み立てるなど、財政環境の悪化にも対応できる備えが不可欠である。その前提と

して、区民理解を得るため、将来需要・必要経費については冷静な分析・評価を

基に見直し、明確な説明責任を果たすことが重要である。 

そのためには、長期計画に定める諸施策や事務事業、前提となる財政計画にお

いても、社会経済情勢等を勘案しつつ、国（総務省）が推し進める標準化された

財務諸表について、予算編成や決算審査の場でも積極的な活用が求められている。 

また、固定資産台帳を公共施設等総合管理計画に基づくインフラ資産・公共施

設等の中長期的な維持管理に活用するとともに、今後も施設の適正配置や効率的

な管理計画等に積極的に活用すべきである。そのうえで、財務の信頼性やコンプ

ライアンスの観点から、区民による積極的な情報利用や行財政運営において財務

会計事務に関する透明性を確保しつつ、長期計画が掲げる新たな取組への挑戦に

期待する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


